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豊山町 産業建設部 まちづくり推進課
電　話 ： 0568 - 28 - 094 4
ＦＡＸ ： 0568 - 29 - 3151
E-mail ： machidukuri@town.toyoyama.lg.jp

※お電話でのお問い合わせは、平日の開館時間（08:30～17:15）で、休庁日は除きます。

愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化

耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供

関連する安全対策への支援関連する安全対策への支援

耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供

住宅の耐震改修を実施する際には、工事期間中に居住する仮住居が必要になることがあります。
しかし、個人で仮住居を探す場合、なかなか確保できないことがあります。
そのため、仮住居が見つからないことが、耐震改修が進まない原因のひとつになっています。
そこで、県内で住宅の所有者が耐震改修を行う際、仮住居の確保が必要となる場合に、特定優
良賃貸住宅、公的賃貸住宅を仮住居として活用を図ります。

住宅や建築物の所有者の負担軽減を図るために、下記に示すような支援制度があります。

愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化

愛知県住宅供給公社は、管理者（所有者）からの委託を受けて、住宅や共同住宅の耐震診断及
び耐震改修を実施します。
また、集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する建築物及び過去に公社が建設した住宅
や共同住宅と一体として建設した建築物についても、委託を受けて、耐震診断及び耐震改修を
実施します。　

お問合せ先

耐震改修促進税制耐震改修促進税制

●耐震改修を行い、一定の条件を満たした場合には、税制の特例措置を受けることができます。

◆所得税の特別控除　◆固定資産税の減額措置
◆特別償却による税制支援（所得税・法人税）

住　　　　宅
事業用建築物



計画策定及び改訂の目的

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災では、多くの住宅・建築物が倒壊し、
出火・延焼による被害を拡大させるとともに、道路を閉塞し、スムーズな避難・
消火・救援活動等の支障となり、甚大な人的・物的被害をもたらしました。

愛知県全域は、南海トラフ地震発生の
切迫性が高く、甚大な被害が指摘され
る「南海トラフ地震防災対策推進地
域」に指定されており、人命と建築物の
被害想定が試算されています。

愛知県建築物耐震改修促進計画の改定
―あいち建築減災プラン２０３０－

愛知県建築物耐震改修促進計画の策定

令和２年度　豊山町耐震改修促進計画の策定（令和３年３月）

　○現状の耐震化状況の把握
　○耐震改修促進法の改正、国の方針、県計画の改定を踏まえた耐震化・減災化の充実

豊山町耐震改修促進計画の策定（平成20年3月）

耐震改修促進法の改正（平成17年11月）

改正耐震改修促進法（平成３１年1月）新たな計画の目標年度（令和１２年度）

東日本大震災の発生（平成23年3月）

頻発する大地震

耐震化の遅れ

耐震改修促進法の改正（平成17年11月）

改正耐震改修促進法（平成３１年１月）新たな計画の目標年度（令和１２年度）

《改訂のポイント》

東日本大震災の発生（平成23年3月）

頻発する大地震

耐震化の遅れ

　平成27年度に策定した「豊山町耐震改修促進計画」は令和2年に目標年度をむかえ、その間におけ
る耐震改修促進法の改正や関連計画の見直し、地震災害を取り巻く状況を踏まえ、計画改訂を行いま
した。

住宅や建築物等の耐震化状況の確認

計画期間や耐震化数値目標の更新

耐震改修促進法の改正に基づく新たな取り組みの追加

耐震改修に関する支援制度
　本町では、木造住宅の無料耐震診断や耐震改修に係る補助制度により、住宅の耐震化を支援してい
ます。
　今後もこれらの支援を継続するとともに、国の補助制度である「住宅・建築物耐震改修事業」や、愛
知県の補助制度である木造住宅の耐震診断補助事業と耐震改修補助事業を活用して、住宅の耐震化
の促進に努めます。
　また、平成２８年度に創設した段階的耐震改修、耐震シェルター設置に係る補助制度を活用し、減災
化の促進に努めます。



耐震関連情報提供場所

耐震化促進のための取り組み

ブロック塀の安全対策 窓ガラス・天井の落下防止対策

エレベータの安全対策 家具の転倒防止対策

耐震シェルター等の設置 建築物の敷地の安全対策

段階的耐震改修の促進

耐震診断・耐震改修の相談窓口の充実

耐震化促進のための支援施策（制度）の活性化

地域における耐震化の取り組みの促進

耐震化促進の体制整備

的確な普及・啓発活動の推進

低コスト耐震化工法の普及

公的機関による改修促進支援

●住宅・建築物の耐震化を促進するためには、まず、住宅・建築物の所有者等が地域防災対策を自らの
問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠です。

●また、愛知県をはじめ、関連する機関や団体等と連携して指導を進めるとともに、計画の進捗状況等
の情報を共有し、耐震化に向けて的確に取り組むことが重要です。

●豊山町においては、下記に示す施策をはじめ、耐震化促進のための様々な施策を推進します。

耐震化・減災化の方針と取り組み

段階的耐震改修の促進

耐震化促進の体制整備

ブロック塀の安全対策

耐震診断・耐震改修の相談窓口の充実

的確な普及・啓発活動の推進

耐震化促進のための支援施策（制度）の活性化

低コスト耐震化工法の普及

地域における耐震化の取り組みの促進

公的機関による改修促進支援

●住宅や建築物の耐震化のほかに、下記のような安全対策も重要となります。

ブロック塀が倒壊しないための対策

窓ガラス・天井の落下防止対策

窓ガラスへの飛散防止フィルムの貼り付けなど

エレベータの安全対策

地震時の対処方法の周知、安全装置の設置など

家具の転倒防止対策

転倒防止器具の取り付けなど

耐震シェルター等の設置 建築物の敷地の安全対策

液状化の危険性がある地域への対策方法の情報提供

関連する安全対策関連する安全対策

●まちづくり推進課では、窓口相談のほか、本計画の報告書や地震防災マップなどの閲覧、各種パンフ
レットの配布などを行っています。また、ホームページでも耐震診断申込み等の情報提供を行ってい
ます。

●その他、下記の関連機関等のホームページでも情報提供を行っています。
　　　　◆愛知県建築指導課　http://www.pref.aichi.jp./kenchikushido
　　　　◆愛知県建築物地震対策推進協議会　http://www.aichi-jishin.jp

耐震関連情報提供場所

耐震化促進のための取り組み

http://www.town.toyoyama.lg.jp

室内の一定空間を確保する耐震シェルター等の設置

計画の基本的事項
豊山町全域

令和12年度まで

住宅および特定既存耐震不適格建築物を含む建築物

対象区域

計画期間

対象建築物

対象区域

計画期間

対象建築物

●一定規模以上の学校、保育所、老人ホーム、病院　など

●建物内に石油類や火薬類等危険物を一定量以上貯蔵している建築物

●地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の一定規模以上の建築物

※住宅：戸建て住宅、長屋、共同住宅（賃貸・分譲）を含む全ての住宅とします。
※特定既存耐震不適格建築物：以下の３種類の建築物とします。

①多数の者が利用する建築物

②危険物の貯蔵場または処理場の用途に供する建築物

③地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物 

通行障害建築物の要件 
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●道路幅員 12ｍを超える場合 

前面道路幅員が 12ｍを超える場合は、 

幅員の 1/2 とします 

中央 

前面道路(L) 

高さ L/2 

 

45° 

●道路幅員 12ｍ以下の場合 

前面道路幅員が 12ｍ以下の場合は、 

6ｍとします 

 

6ｍ 

道路 4ｍ 

高さ 6ｍ 

 45° 

θ 

高さ L/2 

2.5 中央 

前面道路(L) 

■組積造の塀の場合 

道路の中心からの距離の 1/2.5 の高さで、 

長さ 25ｍを超えるもの 

θ 

2.5 

1 

組積造の塀 

注意：ブロック塀 義務化路線に関わらず、１４条３号の通行障害建築物に該当します  
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耐震化の現状と目標

●耐震性が確保されている住宅は、令和２年
度で７４％となっていますが、令和１２年度に
は概ね完了。住宅の耐震性が確保されるよう
耐震化に取り組んでいきます。

●耐震性が確保されている建築物は、令和２
年度で９２％となっていますが、令和１２年
度には概ね完了。建築物の耐震性が確保さ
れるよう耐震化に取り組んでいきます。

●特に、災害応急対策活動に必要な公共およ
び民間施設については、人命に深く関係する
施設であることから、優先的に耐震化を進め
ます。

※町有建築物については現時点において耐震
化100％を達成

●愛知県と連携し、災害応急対策活動に必要な施設または「愛知県地域防災計画」で定められた第１
次、第２次緊急輸送道路ならびに豊山町が指定したその他の地震発生時に通行を確保すべき道路
等に隣接するものを優先して耐震化に取り組んでいきます。

●特に、航空広域防災活動拠点である県営名古屋空港へのアクセスに問題が生じないように耐震化
に取り組んでいきます。

●耐震性が確保されている建築物は、令和２
年度で７７％となっていますが、令和１２年
度には概ね完了。建築物の耐震性が確保さ
れるよう愛知県と連携して耐震化に取り組
んでいきます。

●耐震性が確保されている住宅は、令和２年
度で７４％となっていますが、令和１２年度に

住宅の耐震性が確保されるよう

●耐震性が確保されている住宅は、令和２年
度で７４％となっていますが、令和１２年度に

住宅の耐震性が確保されるよう

約７４％

建築物の耐震性が確保さ

●特に、災害応急対策活動に必要な公共およ
び民間施設については、人命に深く関係する
施設であることから、優先的に耐震化を進め

約９２％

●耐震性が確保されている建築物は、令和２
年度で７７％となっていますが、令和１２年

建築物の耐震性が確保さ

約７７％

概ね完了

概ね完了

概ね完了

現    状
（令和2年度）

目    標
（令和１2年度）
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現    状
（令和2年度）
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住宅

多数の者が利用する建築物

危険物の貯蔵場または処理場の用途に供する建築物

地震発生時に通行を確保
すべき道路沿道の建築物

住宅

多数の者が利用する建築物

危険物の貯蔵場または処理場の用途に供する建築物

地震発生時に通行を確保
すべき道路沿道の建築物

重点的に耐震化を進める区域
重点区域の設定重点区域の設定

　地震発生時に大きな被害が発生することが想定される区域に対し、重点的に耐震化を促進すること
は、町全体としてみた被害軽減においても効果が高いと考えます。
　本町では、依然として多く存在する木造建物が多く分布している区域を重点区域とします。

重点区域における取り組み重点区域における取り組み

●民間建築物等の耐震診断を先行的・重点的に実施するため、
「耐震診断ローラー作戦」を積極的に展開します。

倒壊する建築物を減らす取り組み
が必要な地区
※建物全壊率（平成27 年2 月時点の地震対策
基礎調査結果に基づく）で評価

特定既存耐震不適格建築物が多
く分布する地区
※平成19年度策定の当初計画より評価地区は
変わりません。

火災による延焼危険度の高い地区
※木造建物密度が2千棟以下/㎢より高い地区
（平成27 年2 月時点の地震対策基礎調査結
果に基づく）で評価

地震発生時に通行を確保すべき道
路に接している地区
※平成19 年度策定の当初計画より評価地区は
変わりません。



耐震化の現状と目標
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住宅

多数の者が利用する建築物

危険物の貯蔵場または処理場の用途に供する建築物

地震発生時に通行を確保
すべき道路沿道の建築物

重点的に耐震化を進める区域
重点区域の設定重点区域の設定

　地震発生時に大きな被害が発生することが想定される区域に対し、重点的に耐震化を促進すること
は、町全体としてみた被害軽減においても効果が高いと考えます。
　本町では、依然として多く存在する木造建物が多く分布している区域を重点区域とします。

重点区域における取り組み重点区域における取り組み

●民間建築物等の耐震診断を先行的・重点的に実施するため、
「耐震診断ローラー作戦」を積極的に展開します。

倒壊する建築物を減らす取り組み
が必要な地区
※建物全壊率（平成27 年2 月時点の地震対策
基礎調査結果に基づく）で評価

特定既存耐震不適格建築物が多
く分布する地区
※平成19年度策定の当初計画より評価地区は
変わりません。

火災による延焼危険度の高い地区
※木造建物密度が2千棟以下/㎢より高い地区
（平成27 年2 月時点の地震対策基礎調査結
果に基づく）で評価

地震発生時に通行を確保すべき道
路に接している地区
※平成19 年度策定の当初計画より評価地区は
変わりません。



耐震関連情報提供場所

耐震化促進のための取り組み

ブロック塀の安全対策 窓ガラス・天井の落下防止対策

エレベータの安全対策 家具の転倒防止対策

耐震シェルター等の設置 建築物の敷地の安全対策

段階的耐震改修の促進

耐震診断・耐震改修の相談窓口の充実

耐震化促進のための支援施策（制度）の活性化

地域における耐震化の取り組みの促進

耐震化促進の体制整備

的確な普及・啓発活動の推進

低コスト耐震化工法の普及

公的機関による改修促進支援

●住宅・建築物の耐震化を促進するためには、まず、住宅・建築物の所有者等が地域防災対策を自らの
問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠です。

●また、愛知県をはじめ、関連する機関や団体等と連携して指導を進めるとともに、計画の進捗状況等
の情報を共有し、耐震化に向けて的確に取り組むことが重要です。

●豊山町においては、下記に示す施策をはじめ、耐震化促進のための様々な施策を推進します。

耐震化・減災化の方針と取り組み

段階的耐震改修の促進

耐震化促進の体制整備

ブロック塀の安全対策

耐震診断・耐震改修の相談窓口の充実

的確な普及・啓発活動の推進

耐震化促進のための支援施策（制度）の活性化

低コスト耐震化工法の普及

地域における耐震化の取り組みの促進

公的機関による改修促進支援

●住宅や建築物の耐震化のほかに、下記のような安全対策も重要となります。

ブロック塀が倒壊しないための対策

窓ガラス・天井の落下防止対策

窓ガラスへの飛散防止フィルムの貼り付けなど

エレベータの安全対策

地震時の対処方法の周知、安全装置の設置など

家具の転倒防止対策

転倒防止器具の取り付けなど

耐震シェルター等の設置 建築物の敷地の安全対策

液状化の危険性がある地域への対策方法の情報提供

関連する安全対策関連する安全対策

●まちづくり推進課では、窓口相談のほか、本計画の報告書や地震防災マップなどの閲覧、各種パンフ
レットの配布などを行っています。また、ホームページでも耐震診断申込み等の情報提供を行ってい
ます。

●その他、下記の関連機関等のホームページでも情報提供を行っています。
　　　　◆愛知県建築指導課　http://www.pref.aichi.jp./kenchikushido
　　　　◆愛知県建築物地震対策推進協議会　http://www.aichi-jishin.jp

耐震関連情報提供場所

耐震化促進のための取り組み

http://www.town.toyoyama.lg.jp

室内の一定空間を確保する耐震シェルター等の設置

計画の基本的事項
豊山町全域

令和12年度まで

住宅および特定既存耐震不適格建築物を含む建築物

対象区域

計画期間

対象建築物

対象区域

計画期間

対象建築物

●一定規模以上の学校、保育所、老人ホーム、病院　など

●建物内に石油類や火薬類等危険物を一定量以上貯蔵している建築物

●地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の一定規模以上の建築物

※住宅：戸建て住宅、長屋、共同住宅（賃貸・分譲）を含む全ての住宅とします。
※特定既存耐震不適格建築物：以下の３種類の建築物とします。

①多数の者が利用する建築物

②危険物の貯蔵場または処理場の用途に供する建築物

③地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物 

通行障害建築物の要件 
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●道路幅員 12ｍを超える場合 

前面道路幅員が 12ｍを超える場合は、 
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長さ 25ｍを超えるもの 

θ 
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1 

組積造の塀 

注意：ブロック塀 義務化路線に関わらず、１４条３号の通行障害建築物に該当します  
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計画策定及び改訂の目的

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災では、多くの住宅・建築物が倒壊し、
出火・延焼による被害を拡大させるとともに、道路を閉塞し、スムーズな避難・
消火・救援活動等の支障となり、甚大な人的・物的被害をもたらしました。

愛知県全域は、南海トラフ地震発生の
切迫性が高く、甚大な被害が指摘され
る「南海トラフ地震防災対策推進地
域」に指定されており、人命と建築物の
被害想定が試算されています。

愛知県建築物耐震改修促進計画の改定
―あいち建築減災プラン２０３０－

愛知県建築物耐震改修促進計画の策定

令和２年度　豊山町耐震改修促進計画の策定（令和３年３月）

　○現状の耐震化状況の把握
　○耐震改修促進法の改正、国の方針、県計画の改定を踏まえた耐震化・減災化の充実

豊山町耐震改修促進計画の策定（平成20年3月）

耐震改修促進法の改正（平成17年11月）

改正耐震改修促進法（平成３１年1月）新たな計画の目標年度（令和１２年度）

東日本大震災の発生（平成23年3月）

頻発する大地震

耐震化の遅れ

耐震改修促進法の改正（平成17年11月）

改正耐震改修促進法（平成３１年１月）新たな計画の目標年度（令和１２年度）

《改訂のポイント》

東日本大震災の発生（平成23年3月）

頻発する大地震

耐震化の遅れ

　平成27年度に策定した「豊山町耐震改修促進計画」は令和2年に目標年度をむかえ、その間におけ
る耐震改修促進法の改正や関連計画の見直し、地震災害を取り巻く状況を踏まえ、計画改訂を行いま
した。

住宅や建築物等の耐震化状況の確認

計画期間や耐震化数値目標の更新

耐震改修促進法の改正に基づく新たな取り組みの追加

耐震改修に関する支援制度
　本町では、木造住宅の無料耐震診断や耐震改修に係る補助制度により、住宅の耐震化を支援してい
ます。
　今後もこれらの支援を継続するとともに、国の補助制度である「住宅・建築物耐震改修事業」や、愛
知県の補助制度である木造住宅の耐震診断補助事業と耐震改修補助事業を活用して、住宅の耐震化
の促進に努めます。
　また、平成２８年度に創設した段階的耐震改修、耐震シェルター設置に係る補助制度を活用し、減災
化の促進に努めます。
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豊山町 産業建設部 まちづくり推進課
電　話 ： 0568 - 28 - 094 4
ＦＡＸ ： 0568 - 29 - 3151
E-mail ： machidukuri@town.toyoyama.lg.jp

※お電話でのお問い合わせは、平日の開館時間（08:30～17:15）で、休庁日は除きます。

愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化

耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供

関連する安全対策への支援関連する安全対策への支援

耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供耐震改修時の特定優良賃貸住宅等を改修時の仮住居として提供

住宅の耐震改修を実施する際には、工事期間中に居住する仮住居が必要になることがあります。
しかし、個人で仮住居を探す場合、なかなか確保できないことがあります。
そのため、仮住居が見つからないことが、耐震改修が進まない原因のひとつになっています。
そこで、県内で住宅の所有者が耐震改修を行う際、仮住居の確保が必要となる場合に、特定優
良賃貸住宅、公的賃貸住宅を仮住居として活用を図ります。

住宅や建築物の所有者の負担軽減を図るために、下記に示すような支援制度があります。

愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化愛知県住宅供給公社等を活用した共同住宅の耐震化

愛知県住宅供給公社は、管理者（所有者）からの委託を受けて、住宅や共同住宅の耐震診断及
び耐震改修を実施します。
また、集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する建築物及び過去に公社が建設した住宅
や共同住宅と一体として建設した建築物についても、委託を受けて、耐震診断及び耐震改修を
実施します。　

お問合せ先

耐震改修促進税制耐震改修促進税制

●耐震改修を行い、一定の条件を満たした場合には、税制の特例措置を受けることができます。

◆所得税の特別控除　◆固定資産税の減額措置
◆特別償却による税制支援（所得税・法人税）

住　　　　宅
事業用建築物


